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財団法人全日本剣道連盟寄附行為 

                         施行 昭和４７年２月２２日 

                           改正 昭和５１年１月２８日 

 

第１章  総   則 

 

（名 称） 

第 １ 条 この法人は、財団法人全日本剣道連盟という。 

（事務所） 

第 ２ 条 この法人は、事務所を東京都千代田区北の丸公園２－３に置く。 

 

第２章  目的及び事業 

 

（目 的） 

第 ３ 条 この法人は、日本のアマチュア剣道(居合道・杖道を含む。)界を統轄し代  

    表する団体として、剣道の普及振興を図り、もって広く国民の間に剣道精神 

    を涵養し、あわせて国民体位の向上に寄与することを目的とする。 

 

（事 業） 

第 ４ 条 この法人は、前条の目的を達成するために、剣道に関する次の事業を行う。 

    一 剣道精神の高揚啓発 

    二 技術の研究及び指導 

    三 講習会の開催及び指導者の養成 

    四 地域グループの育成強化 

    五 日本選手権大会その他の大会の開催 

    六 試合に関する規則及びアマチュア規定の制定 

    七 称号・段級位の審査及び授与 

    八 古武道の伝承及び資料収集 

    九 功労者の表彰 

    十 機関紙及び図書の発行 

   十一 国際剣道連盟に対し、日本の剣道界を代表して加盟すること 

   十二 財団法人日本体育協会に対し、剣道界を代表して加盟すること 

   十三 その他、前条の目的を達成するために必要な事業 
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第３章  資産及び会計 

 

（資産の構成） 

第 ５ 条 この法人の資産は、次のとおりとする。 

    一 設立当初の財産目録に記載された財産 

    二 加盟団体分担金並びに審査料及び登録料 

    三 資産から生ずる果実 

    四 事業に伴う収入 

    五 寄附金品 

    六 その他の収入 

 

（資産の種別） 

第 ６ 条 この法人の財産を分けて、基本財産と運用財産の２種とする。 

   ２ 基本財産は、次に掲げるものをもって構成する。 

    一 設立当初の財産目録中基本財産の部に記載された財産 

    二 基本財産とすることを指定されて寄附された財産 

    三 理事会で基本財産に繰り入れることを議決した財産 

   ３ 運用財産は、基本財産以外の資産とする。 

 

（財産の管理） 

第 ７ 条 この法人の資産は、会長が管理し、基本財産のうち現金は、理事会の議決 

    を経て定期預金とする等確実な方法により、会長が保管する。 

 

（基本財産処分の制限） 

第 ８ 条 基本財産は、譲渡し、交換し、担保に供し、又は運用財産に繰り入れては 

    ならない。ただし、この法人の事業遂行上やむを得ない理由があるときは、 

    理事会の議決を経、かつ、文部科学大臣の承認を受けて、その一部に限り、 

    これらの処分をすることができる。 

 

（経費の支弁） 

第 ９ 条 この法人の事業遂行に要する経費は、運用財産をもって支弁する。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第１０条 この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、会長が編成し、理事会の 

    議決を経て毎会計年度開始前に、文部科学大臣に届け出なければならない。 
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（収支決算） 

第１１条 この法人の収支決算は、会長が作成し、財産目録、事業報告書及び財産増 

    減事由書並びに加盟団体の異動報告書とともに、監事の意見を付け、理事会 

    の承認を受けて毎会計年度終了後3月以内に文部科学大臣に報告しなければ 

    ならない。     

   ２ この法人の収支決算に剰余金があるときは、理事会の決議を経て、その一 

    部若しくは全部を基本財産に編入し、又は運用財産に繰り入れ、あるいは翌 

    年度に繰り越すものとする。 

 

（長期借入金） 

第１２条 この法人が借入金をしようとするときは、その会計年度の収入をもって償 

    還する短期借入金を除き、理事会の議決を経、文部科学大臣の承認を受けな 

    ければならない。 

 

（新たな義務の負担等） 

第１３条 第８条ただし書及び前条の規定に該当する場合並びに収支予算で定めるも 

    のを除く外、この法人が新たな義務の負担又は権利の放棄のうち重要なもの 

    を行おうとするときは、理事会の議決を経なければならない。 

 

（特別会計） 

第１４条 この法人は、理事会の議決を経て、特別の目的のためにする基金又は積立 

    金を設けることができる。 

   ２ 前項の基金又は積立金の目的及び管理並びに処分の方法は、各基金又は積 

    立金ごとに、理事会の議決を経て定める。 

 

（会計年度） 

第１５条 この法人の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終る。 

 

 

第４章  役員・評議員及び職員 

 

（役 員） 

第１６条 この法人に、次の役員を置く。 

     理事 ２３名以上３０名以内（うち会長１名・副会長４名以内・専務理事 

    １名及び常任理事１２名以内を含む。） 
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     監事 ２名又は３名 

 

（役員の選任） 

第１７条 理事及び監事は、評議員会において選出する。 

   ２ 会長・副会長・専務理事及び常任理事は、理事の互選で定める。 

   ３ 監事は、理事を兼ねることができない。 

 

（理事の職務） 

第１８条 会長は、この法人を代表し、会務を統轄し、理事会及び評議員会の議長と 

    なる。 

   ２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、会 

    長があらかじめ指名した順序によりその職務を代理し、又はその職務を 

    行う。 

   ３ 専務理事は、会長及び副会長を補佐し、理事会の議決に基づきこの法人の 

    業務を掌理する。 

   ４ 常任理事は、会長、副会長及び専務理事を補佐し、理事会の議決に基づき、 

    日常の業務を処理する。 

   ５ 理事は、理事会を組織して、この法人の業務を議決し、執行する。 

 

（監事の職務） 

第１９条 監事は、この法人の業務及び財産に関し、次の各号に規定する業務を行う。 

    一 財産の状況を監査すること 

    二 理事の業務執行の状況を監査すること 

    三 財産の状況又は業務の執行について不正の事実を発見したときは、これ 

     を理事会及び評議員会又は文部科学大臣に報告すること 

    四 前号の報告をするため必要あるときは、理事会又は評議員会を招集する 

     こと 

 

（役員の任期） 

第２０条 役員の任期は、２年とし、再任を妨げない。 

   ２ 補充又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期 

    間とする。 

   ３ 役員は、その任期満了後でも後任者が就任するまでは、なお、その職務を 

    行う。 
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（役員の解任） 

第２１条 役員は、次の各号の一に該当するときは、理事現在数及び評議員現在数各 

    々３分の２以上の議決により解任することができる。 

   一 心身の故障のため職務の執行にたえないと認められるとき 

   二 職務上の職務違反その他役員たるにふさわしくない行為があると認めら 

    れるとき 

 

（役員の報酬） 

第２２条 役員は、無給とする。 

   ２ 職務遂行のため必要な費用は、別に定めるところにより支給する。 

  

（評議員の選出） 

第２３条 この法人には評議員４１名以上４７名以内を置く。 

   ２ 評議員は、加盟団体が各々１名選出し、理事会の議決を経て会長が委嘱す 

    る。 

   ３ 評議員は、理事又は監事を兼ねることができない。 

   ４ 評議員には、第２０条及び第２１条の規定を準用する。この場合において 

    規定中「役員」とあるのは、「評議員」と読み替えるものとする。 

 

（評議員の職務） 

第２４条 評議員は、評議員会を組織して、この寄附行為に定める事項を行う外、理 

    事会の諮問に応じ、理事会に対し、必要と認める事項について助言する。 

 

（事務局及び職員） 

第２５条 この法人の事務を処理するため、事務局を置く。 

   ２ 事務局に所要の職員を置き、会長が任免する。 

   ３ 職員は、有給とする。 

   ４ 職員の勤務及び給与については、別に定める。 

 

第 ５ 章  会    議 

 

（理事会の招集等） 

第２６条 理事会は、毎年２回会長が招集する。 

   ２ 会長は、必要があると認めたるときは、臨時理事会を招集することができ 

    る。 
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   ３ 理事現在数の２分の１以上から会議に付議すべき事項を示して、理事会招 

    集の請求があったときは、その日から２１日以内に臨時理事会を開催しなけ 

    ればならない。 

   ４ 理事会の議長は、会長とする。 

 

（理事会の定足数等） 

第２７条 理事会は、理事現在数の３分の２以上の者が出席しなければ議事を開き議 

    決することができない。ただし、当該議事につき書面をもって、あらかじめ 

    意思を表示した者は、出席者とみなす。 

   ２ 理事会の議事は、この寄附行為に別段の定めがある場合を除く外、出席理 

    事の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（評議員会） 

第２８条 次に掲げる事項については、理事会に先だち評議員会の同意を経なければ 

    ならない。 

    一 事業計画及び収支予算についての事項 

    二 事業報告及び収支決算についての事項 

    三 基本財産についての事項 

    四 長期借入金についての事項 

    五 第一号、第三号及び前号に定めるものの外、新たな義務の負担及び権利 

     の放棄についての事項 

    六 諸規定の改廃、その他この法人の業務に関する重要事項で理事会におい 

     て必要と認める事項 

   ２ 第２６条及び第２７条(第１項ただし書を除く。)の規定は、評議員会にこ 

    れを準用する。この場合において規定中「理事会」及び「理事」とあるのは、 

    それぞれ「評議員会」及び「評議員」と読みかえるものとする。 

 

（議事録） 

第２９条 この章のすべての会議には、議事録を作成し、議長及び出席者代表２名以 

    上が署名押印の上、これを保存する。 

 

第６章  称号・段級位及び審査 

 

（称号及び段級位） 
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第３０条 剣道に関する称号・段位及び級位は、すべてこの法人において統轄する。 

 

（称号・段級位の審査及び授与） 

第３１条 称号及び段位は、別に定める称号審査規程及び段位審査規程に基づいて、 

    会長が授与する。 

   ２ 級位の審査及び授与については、別に定める。 

 

第７章  顧問・審議員・相談役・参与及び名誉役員 

 

（顧 問） 

第３２条 この法人に顧問若干名を置く。 

   ２ 顧問は、会長が理事会及び評議員会に諮って委嘱する。 

   ３ 顧問は、この法人の重要事項につき、会長の諮問に答える。 

 

（審議員） 

第３３条 この法人に審議員１５名以内を置く。 

   ２ 審議員は、会長が理事会及び評議員会に諮って委嘱する。 

   ３ 審議員は、審議会を組織し、この法人の目的である剣道の基本理念、審査 

    規程及び試合規則等について会長の諮問に答える。 

 

（相談役・参与） 

第３４条 この法人に相談役及び参与を置くことができる。 

   ２ 相談役及び参与は、理事会及び評議員会に諮って委嘱する。 

   ３ 相談役及び参与は、この法人の会務につき、会長の諮問に答える。 

 

（名誉役員） 

第３５条 この法人において必要あるときは、理事会及び評議員会に諮り、名誉役員 

    を置くことができる。 

 

（任 期） 

第３６条 第２０条の規定は、これを顧問・審議員・相談役及び参与に準用する。こ 

    の場合「役員」とあるのは、「顧問・審議員・相談役及び参与」と読みかえ 

    るものとする。 

   ２ 名誉役員は、終身とする。 
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第８章  専門委員会 

 

（専門委員会） 

第３７条 この法人の事業遂行のため必要あるときは、理事会の議決に基づき、専門 

    委員会を置くことができる。 

   ２ 専門委員会の組織及び運営に関する規則は、理事会の議決を経て別に定め 

    る。 

 

第９章  加盟団体 

 

（加盟団体） 

第３８条 各都道府県における剣道界を代表する団体で、この法人の目的に賛同する 

    者は、理事会及び評議員会の承認を得て、この法人の加盟団体となることが 

    できる。 

 

（分担金） 

第３９条 加盟団体は、理事会及び評議員会の議決に基づき、別に定める分担金を毎 

    年納入するものとする。 

 

（資格の喪失） 

第４０条 加盟団体は、次の事由によってその資格を喪失する。 

    一 脱退 

    二 加盟団体の解散 

    三 除名 

 

（脱 退） 

第４１条  加盟団体が脱退しようとするときは、理由を付して脱退届を提出しなけれ 

    ばならない。 

 

（除 名） 

第４２条  加盟団体が次の各号の一に該当するときは、理事会及び評議員会に諮って 

これを除名することができる。 

    一 この法人の名誉を傷つけ、又はこの法人の目的に違反する行為のあった 

     とき 

    二 分担金を２年以上滞納したとき 
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    三 この法人の加盟団体として不適当と認められるに至ったとき 

 

第１０章 寄附行為の変更及び解散 

 

（寄附行為の変更） 

第４３条  この寄附行為は、理事現在数及び評議員現在数各々の３分の２以上の議決 

を経、かつ、文部科学大臣の認可を受けなければ変更できない。 

 

（解 散） 

第４４条 この法人の解散は、理事現在数及び評議員現在数各々の４分の３以上の議 

    決を経、かつ、文部科学大臣の認可を受けなければならない。 

 

（残余財産の処分） 

第４５条 この法人の解散に伴う残余財産は、理事現在数及び評議員現在数各々の４ 

分の３以上の議決を経、かつ、文部科学大臣の許可を受けて、この法人の目 

的に類似の目的を有する公益法人に寄附するものとする。 

 

 

第１１章  補   則 

 

（書類及び帳簿の備付等） 

第４６条 この法人の事務所に、次の書類及び帳簿を備えなければならない。ただし、 

法令により、これに代る書類及び帳簿を備えたときは、この限りでない。 

    一 寄附行為 

    二 加盟団体名簿 

    三 役員・職員等の名簿及び履歴書 

    四 財産目録 

    五 資産台帳及び負債台帳 

    六 収入支出に関する帳簿及び証拠書類 

    七 理事会及び評議員会の議事に関する書類 

    八 処務日誌 

    九 官公署往復書類 

    十 称号・段位受有者名簿 
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   十一 その他必要な書類及び帳簿 

   ２ 前項の書類及び帳簿は、永久保存としなければならない。ただし、前項第 

    五号の各台帳は１０年、同項第八号・第九号の書類及び帳簿は、１年保存と 

    する。 

 

（細 則） 

第４７条 この寄附行為施行についての細則は、理事会及び評議員会の議決を経て別 

    に定める。 

 

 

附     則 

 

１ 第１７条の規定にかかわらず、この法人設立当初の理事及び監事は次のとおりと 

 する。 

 

  理 事（会  長）                 木 村 篤太郎 

  理 事（副 会 長）                 李 家   孝 

  理 事（副 会 長）                 植 竹 春 彦 

  理 事（副 会 長）                 大 谷 一 雄 

  理 事（専務理事）                 児 玉 幸 蔵 

  理 事                       伊 保 清 次 

  理 事                       太 田 義 人 

  理 事                       小 川 政 之 

  理 事                       曾 田   強 

  理 事                       笠 原 利 章 

  理 事                       紙 本 栄 一 

  理 事                       空 閑 源 次 

  理 事                       小 沢 武次郎 

  理 事                       佐々木 陽 信 

  理 事                       佐 藤   篤 

  理 事                       佐 藤 金 作 

  理 事                       鷹 尾 敏 文 

  理 事                       高 橋   要 
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  理 事                       玉 利 三之助 

  理 事                       常 富 二 男 

  理 事                       中 野 八十二 

  理 事                       林   正 雄 

  理 事                       松 本 敏 夫 

  理 事                       丸 山 義 一 

  理 事                       三 木 只 雄 

  理 事                       森 下   泰 

  理 事                       森 田   茂 

  理 事                       山 田 庚 児 

  理 事                       湯 野 正 憲 

  監 事                       伊 藤 京 逸 

  監 事                       伊 東 祐 蔵 

  監 事                       島 田 喜一郎 

 

  これらの役員の任期は、第２０条の規定にかかわらず、昭和４８年２月末日まで 

 とする。 

２ 従前全日本剣道連盟が、その事業遂行のために制定した規程、規則、内規等及び 

 授与した称号・段位は、その法人が制定若しくは授与したものとみなす。 

３ ２のほか、従前全日本剣道連盟に属した権利義務の一切は、この法人が継承する。 

 

 

 

 

附     則 

 

 

 改正寄附行為は、昭和５１年１月２８日より施行する。 

 ただし、第１５条の規定にかかわらず、昭和５０年度における会計年度は、昭和 

５０年２月１日から昭和５１年３月３１日までとする。 

 

 

 

 


